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1. はじめに 
	 近年，高等教育における思考力・判断力・表

現力の育成が重要視されており[1]，今後，大学
でも思考力・判断力・表現力の育成を重要視し

た授業の実施が求められると予想される．しか

し，学習者が主体的に思考力・判断力・表現力

を向上するための学習方法や授業実践に関する

研究は少ないのが現状である．一方，著者の一

人は，学習者が問題を作成し，その問題を学習

者同士で相互に解答・評価することで理解を深

める作問学習を大学の授業等で実践してきた．

先行研究[2]では，作問学習による授業外学習時
間の増加や記述式の一部の問題の得点の向上が

確認されたが，作問学習による学習効果は完全

に明らかになっていない．そこで，我々は作問

学習を通した学習者の思考力・判断力・表現力

の向上を目的とした作問学習プロセスを提案し

てきた[3]．この作問学習プロセスは，作問学習
を自己調整学習の観点からモデル化し，4 つのフ
ェーズ（学習者の現在の理解度の認知を促す自

己認知フェーズ，向上させたい能力などの選択

を行う目標設定フェーズ，問題の作成・登録，

相互評価を行う作問/相互評価フェーズ，自己評
価や他者評価をもとに振り返りを行う振り返り

フェーズ）に分けている．本稿では，振り返り

フェーズで思考力・判断力・表現力を自己評価

できる機能を開発し，大学の授業で継続的に利

用した結果について報告する． 
2. 関連研究 
 久野は，「情報学的アプローチによる『情報
科』大学入学者選抜における評価手法の研究開

発」のなかで，思考力・判断力・表現力を具体

的に定義し，各能力を評価する試験問題の作成

方法についての検討を進めている[4]．一方，
Barak らは Web 上で知識を共有する方法として，
作問と相互評価を融合させたオンラインシステ

ムを開発している[5]．しかし，いずれの研究で
も作問学習と思考力・判断力・表現力との関連

についての研究はされていない． 
3. 自己評価支援機能の開発 
3.1 自己評価用ルーブリックの作成 
 本研究では，作問学習における思考力・判断
力・表現力を評価するためのルーブリックを作

成した．表 1に思考力と判断力のルーブリックの
一例を示す．表 1は作問の際に出題する問題の難
易度について考察する活動が，思考力の推論・

仮説の形成と判断力に関連すると考え設定した． 
 

表 1 思考力と判断力のルーブリックの一例 

評価規準 
評価基準 

レベル 0 レベル 1 レベル 2 
解答者がどの
程度正解しそ
うか仮説を形
成し出題する
内容を決定す
る 

出題する内容
を決めるとき
に何も考えず
に利⽤する内
容を決定した 

直感的に解答
者がどの程度
正解しそうか
仮説を形成し
出題する内容
を決定した 

今までの作問演習
の結果や経験に基
づいて解答者がど
の程度正解しそう
か仮説を形成し出
題する内容を決定
した 

 
3.2 システムの開発 
 自己評価機能は，Moodle（https://moodle.org/）
のプラグインとして開発した．図 1に自己評価結
果の画面例を示す．学習者は画面に表示された

ルーブリックを確認し，該当する基準（レベル）

を選択する．選択された基準は背景色が赤く変

化する．また，前回の自己評価の結果も合わせ

て表示される．前回の自己評価から評価が変化

した場合，評価が向上または低下した理由を学

習者自身が考察し，記録する．入力された理由

は，今回の自己評価の結果と一緒に表示される．

また，他者の自己評価の傾向が円グラフで確認

できる．さらに，思考力・判断力・表現力ごと

に関連する規準をまとめ，選択された基準を得

点化することで各能力を 10 点満点で数値化した．
学習者には数値化された各能力をレーダーチャ

ートで示し，前回の結果や全体の平均と合わせ

て表示する． 
4. 作問学習における自己評価の実施 
4.1 作問学習の概要 
 平成 30 年度前期に本学ソフトウェア情報学部
1 年次に開講されている専門基礎科目「情報基礎
数学 C」で行われた作問学習で，自己評価機能を
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利用した自己評価を実施した．作問学習と自己

評価は合計で 3 回（5 月 1 日，6 月 22 日，7 月
13 日）実施し，それぞれ命題論理・集合，ベク
トル，行列の単元で行った． 
4.2 自己評価の実践 

	 学習者には問題を作成する学習単元と目標と

する正答率を提示し，課題（予習）として問題

を作成してもらった．授業では良問の条件を示

し，作成した問題をグループ内で相互評価した

あと，優れている問題を各グループ 2問ずつ選出
してもらった．授業の最後には各グループが選

出した問題を用いて確認テストを実施した．こ

れらの演習はすべて CollabTest（http://wbc.sok
a.ac.jp/）上で実施され，これらの演習後に本機
能を用いた自己評価と自己評価機能に関するア

ンケートを行った．3 回の自己評価の結果，低い
基準や高い基準の一方に評価が偏った評価規準

が確認された．また，アンケートの結果から学

習者が分かりづらいと感じた評価基準も判明し

た．これらのルーブリックについてはその都度

改善を行った． 
3 回の自己評価において変更を行わなかった評
価規準を対象とし，学生の自己評価結果の変移

を表 2に示す．対象とした評価規準の全てにおい
て 3割以上の学生の自己評価結果が向上した．ま
た，アンケート結果の一つを図 2に示す．図 2か
ら 7割以上の学生が演習や授業を振り返りながら
自己評価を行っていたことが確認された．また，

ルーブリックの改善により，分かりづらいと感 
 
表 2 自己評価が向上/維持/低下した学生の割合 

評価規準 向上 維持 低下 
解答者がどの程度正解し
そうか仮説を形成し出題
する内容を決定する 

38.1% 47.6% 14.3% 

グループメンバーからの
意見の活用 31.0% 50.0% 19.0% 
グループメンバーの問題
から最も良問に適してい
ると思われる問題の選択 

40.5% 40.5% 19.0% 

 
図 2 自己評価後のアンケート結果 

 
じる学生の割合が減少したことが確認できた． 
5. おわりに 
 本稿では，作問学習における⾃⼰評価⽀援機
能を授業で継続的に実施した結果について述べ
た．今回の実践から，作問学習を通して思考
⼒・判断⼒・表現⼒に関連する評価規準におい
て，⾃⼰評価が向上したことが確認された．今
後は他者評価機能を開発し，⾃⼰・他者評価の
結果から思考⼒・判断⼒・表現⼒と作問学習の
関係性についての分析を進める． 
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図１ 自己評価結果の閲覧画面の例 
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